
加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療人間ドック助成
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０５０後期高齢者医療人間ドック助成
事業　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律第１２５条

現 状 と 課 題

受診者数が伸び悩んでいたが、平成２５年度は、住民への周知方法の見直しに
より受診者数が増加した。また、平成２６年度より実施医療機関、コースを拡
大し、住民サービスを向上させた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川総合保健センター、加古川東市民病院、加古川西市民病院、はりま病院
で実施する人間ドックの受診者にドック費用の一部を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の健康を保持し、医療費抑制を図る。

592,1562,393

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

□拡充

増加し続ける医療費の抑制のため、人間ドックの助成を実施し、受診を促すこ
とで疾病の早期発見、早期治療に繋げることが大切である。そのために必要な
事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,393

そ の 他 特 財 2,393

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療人間ドック助成
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

人

対 象 指 標 名

後期高齢者医療被保険
者数

26,51127,24128,183

成 果 指 標
分 析 結 果

広報活動、メニュー内容を拡充させたことにより、受診者数は増加した。

人間ドック受診者数 人 371143

活 動 指 標
分 析 結 果

広報活動、メニュー内容を拡充させたことにより、受診者数は増加
した。

人間ドック受診者数

目 標 値

160

目標年度

平成30
年度

371143

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療健康診査事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０３５後期高齢者医療健康診査事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律第１２５条

現 状 と 課 題

高齢化に伴い、医療費は増加し続けている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川総合保健センター及び加古川医師会の協力医療機関で、健康診査を実施
する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の健康を保持し、医療費抑制を図る。

10,81611,52211,643

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

■拡充

増加し続ける医療費の抑制のため、健康診査を実施し、疾病の早期発見、早期
治療に繋げることが大切である。そのために必要な事業である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,643

そ の 他 特 財 11,643

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療健康診査事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

人

対 象 指 標 名

後期高齢者医療被保険
者数

26,51127,24128,183

成 果 指 標
分 析 結 果

被保険者は年々増加していくが、長期入院者、施設入所者、生活習慣病で治療中の者等は健
診対象外となっているため、今後はおおむね横ばい程度の受診者となると見込まれる。

健康診査受診者数 人 1,6031,8121,862

活 動 指 標
分 析 結 果

被保険者は年々増加していくが、長期入院者、施設入所者、生活習
慣病で治療中の者等は健診対象外となっているため、今後はおおむ
ね横ばい程度の受診者となると見込まれる。

健康診査受診者数

目 標 値

3,300

目標年度

平成27
年度

1,6031,8121,862

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スポーツ交流館管理運営事業 部 局 名 地域振興部

課（室）名 ウェルネス推進課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成13年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２７ウェルネス費

細  目 ０３５ウェルネス施設管理運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川スポーツ交流館の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

指定管理者制度へ移行し、現在、民間事業者による管理運営が行われている
が、住民の健康志向の高まりを受けて、施設の利用は順調に推移している。今
後、市民ニーズの多様化に対応するため、指定管理者のモニタリングを効果的
に行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民及び勤労者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の整備と適正な管理運営を行う。健康増進施設の利用を通じて積極的な健
康づくりを支援する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

健康づくりの推進を図るとともに、市民の健康で文化的な生活の向上を実現す
る。

66,54866,04871,845

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 71,413

財　

源　

内　

訳

□拡充

施設の利用者は多く、利用者の満足度も高いため、引き続き施設の運営を継続
する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 71,845

そ の 他 特 財 432

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スポーツ交流館管理運営事業 部 局 名 地域振興部

課（室）名 ウェルネス推進課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 （公財）加古川市ウェルネス協
会補助事業

部 局 名 地域振興部

課（室）名 ウェルネス推進課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２７ウェルネス費

細  目 ０２０（公財）加古川市ウェルネス協
会補助事業　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、公益財団法人加古川市ウェルネス協会補助金交付
要綱

現 状 と 課 題

「市民の総合的な健康づくり」、「スポーツ」、「文化」及び「コミュニ
ティ」に関する事業を実施し、市民誰もが心豊かで健やかに暮らせるまちづく
りを推進している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公益財団法人加古川市ウェルネス協会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

公益財団法人加古川市ウェルネス協会が実施するスポーツ・文化・コミュニ
ティの公益的な事業に対し補助を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の総合的な健康の維持及び増進並びにスポーツ・文化・コミュニティの振
興を図る。

107,722103,478105,737

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 105,737

財　

源　

内　

訳

□拡充

多くの市民が事業に参加しており、市民のスポーツ・文化・コミュニティの振
興を図る事業として存在意義は大きい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 105,737

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 （公財）加古川市ウェルネス協
会補助事業

部 局 名 地域振興部

課（室）名 ウェルネス推進課

人

対 象 指 標 名

公益財団法人加古川市
ウェルネス協会

111

成 果 指 標
分 析 結 果

２６年度にホームページ等でＰＲしたことや、改装などが利用者増につながったと考えられ
る。

補助金支出額 円 107,722,361103,478,000105,736,408

活 動 指 標
分 析 結 果

全国市町村交流レガッタ大会選手派遣事業の増額、サッカー普及事
業及び福本達雄米寿展の新設などにより補助金額の増額が見られ
る。

加古川駅南まちづくり
センター利用者数

目 標 値

96,000

目標年度

平成27
年度

83,21495,82699,837

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

法人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 保健衛生事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細  目 ０２５保健衛生事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

献血事業における啓発用品の予算措置はなくなったものの、支援体制を継続し
ている。また、加古川市看護専門学校は、平成２０年に閉校し、加古川医師会
による加古川准看護高等専修学校としての４年を経て、平成２４年３月に完全
閉校し、現在、バリケードによる防犯対策を行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

血液等を必要とする国民、旧加古川市看護専門学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

保健衛生事業全般に関する調査・研究や、献血事業にかかる担当者会議への出
席、旧加古川市看護専門学校への防犯対策の修繕等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

保健衛生に関する事業や施設の充実を図る。

946368420

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 420

財　

源　

内　

訳

□拡充

保健衛生事業のうち、献血事業については、命を守る事業であることから、今
後も全面的に支援していくべきであり、また、旧加古川市看護専門学校の防犯
対策についても、今後の方針が明確化するまで、厳重な管理体制を維持してい
く必要がある。保健衛生事業全般の充実を図るうえで、調査・研究等の視察も
実施していくべきであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 420

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 保健衛生事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 健康診査事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 昭和58年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０１５保健推進事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
健康増進法、がん対策基本法

現 状 と 課 題

平成２１年度より子宮がん・乳がん検診、平成２３年度より大腸がん検診につ
いて、がん検診推進事業等を実施している。また、平成２３年度より肝炎ウイ
ルス検診個別勧奨事業、平成２４年度より歯周疾患検診個人負担金無料化を実
施し、受診率が向上している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

１８歳以上の市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

がん検診等を実施し、ちらしの配布や広報等よる周知を図るとともに、特定年
齢の者等に検診無料クーポン券を送付すること等で受診を促進する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

より多くの市民ががん検診等を受診することで、疾病の予防および早期発見、
早期治療の推進を図る。

160,303164,645167,509

国 庫 支 出 金 15,201

県 支 出 金 11,841

地 方 債

一 般 財 源 140,467

財　

源　

内　

訳

□拡充

法に基づく義務的事業である。検診受診率の維持・向上のためには、対象者へ
の個別通知及び検診費用自己負担の無料化を継続する必要があるが、検診委託
料等のコストが必要となる。Ｈ２６年度以降、がん検診推進事業等に対する国
庫補助縮小に伴い、自己負担が生じた場合は受診率低下が懸念される。新たに
胃がんリスク検査（ＡＢＣ分類）を実施することで、受診数増が見込まれる。
歯周疾患検診の個人負担金は播磨歯科医師会が負担しているが、その期間は不
明であり、播磨歯科医師会との調整が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 167,509

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 健康診査事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 予防接種事業（健康課） 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０１１予防接種事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
予防接種法

現 状 と 課 題

高齢化社会の到来により対象者が急増しており、事業の必要性がさらに高まっ
ている。平成２５年度においては、風しん予防接種助成事業を単年度事業とし
て行った。また、平成２６年度から、肺炎球菌ワクチンが定期予防接種化され
た。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

インフルエンザ予防接種は、満６５歳以上の人。肺炎球菌ワクチン予防接種
は、満６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、８５歳、９０歳、９５歳又は１００
歳の人。ただし、いずれの予防接種も満６０歳以上６５歳未満の人で、心臓、
じん臓又は呼吸器等に重い病気のある人も対象。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

県内の協力医療機関による個別接種を委託している。ただし、東播磨圏域（３
市２町）以外の医療機関で接種を希望する場合は事前申請が必要。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者のインフルエンザ及び肺炎球菌感染症の罹患及び重症化を防止する。

91,535100,595141,882

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 141,882

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢者のインフルエンザ及び肺炎球菌感染症については、重症化しやすく、ま
た、死に至るリスクも高いため、現行どおり本事業を継続し、高齢者の経済的
負担の軽減と、更なる接種率の向上を図るべきであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 141,882

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 予防接種事業（健康課） 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 保健指導事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 昭和58年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０１５保健推進事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
健康増進法

現 状 と 課 題

健康増進法に基づく健康教育・健康相談の対象者は４０～６４歳であるが、高
齢者のニーズが高く実績としては６５歳以上が約６割を占めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

４０歳以上の市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

健康手帳の交付、健康教育、健康相談、訪問指導及び地区組織活動事業を実施
する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の健康の保持・増進を図る。

2,8532,6942,670

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 1,102

地 方 債

一 般 財 源 1,568

財　

源　

内　

訳

□拡充

健康増進法に規定された義務的事業であり、健康増進計画及食育推進計画に基
づき市民の主体的な健康づくりや体系的な食育の推進を図る必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,670

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 保健指導事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民ヘルスケア補助事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細  目 ０２５保健衛生事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

住民の主体的な健康づくりや疾病の早期発見・早期治療の意識を促すため、健
康や医療に関する幅広いテーマでの講演・講習等を行っており、事業に要する
費用の２分の１に対し、予算の範囲内で支援している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川医師会が実施する各種健康に関する講演会等に参加する住民。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川医師会が実施する市民ヘルスケア支援事業に要する費用の２分の１に対
し、予算の範囲内で補助金を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

健康や医療に関する幅広いテーマでの講演・講習等を行うことで、住民の主体
的な健康づくりや疾病の早期発見・早期治療の意識を促す。

9,0009,0009,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,000

財　

源　

内　

訳

□拡充

健康や医療に関連する分野は幅広く、また、医師等の専門家による支援の方が
望ましい活動も多くあることから、継続して事業を実施していくべきであると
考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,000

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民ヘルスケア補助事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

回

回

対 象 指 標 名

市民ヘルスケア支援事
業費

18,00819,16218,076

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて、週に１回以上の割合で活動を行っている。

市民ヘルスケア支援事
業補助費

千円 9,0009,0009,000

活 動 指 標
分 析 結 果

予算の範囲内による補助のため、同水準となっている。

健康分野活動回数

目 標 値

60

目標年度

平成27
年度

475667

医療分野活動回数 50平成27
年度

273057

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

千円

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 口から始まる健康づくり推進事
業補助事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細  目 ０４０口から始まる健康づくり推進事
業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

口腔に関する診療等を行い、口や歯の健康と健全な健康づくりの充実を図るた
め、事業に要する費用の２分の１に対し、予算の範囲内で支援している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

播磨歯科医師会が実施する歯科衛生診療等に参加する住民。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

播磨歯科医師会が実施する口から始まる健康づくり推進事業に要する費用の２
分の１に対し、予算の範囲内で補助金を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

口腔に関する診療等を行い、口や歯の健康を守り、全身状態を良好に保つこと
で、健全な健康づくりの充実を図る。

5,0005,0005,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,000

財　

源　

内　

訳

□拡充

口腔分野については、歯科医師による専門的知識や技術が必要となることが多
いため、継続して事業を実施していくべきであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,000

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 口から始まる健康づくり推進事
業補助事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

回

回

対 象 指 標 名

口から始まる健康づく
り推進事業費

11,49910,29510,373

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて、週１回以上の割合で活動を行っている。

口から始まる健康づく
り推進事業補助費

千円 5,0005,0005,000

活 動 指 標
分 析 結 果

予算の範囲内による補助のため、同水準となっている。

地域歯科保健分野活動
回数

目 標 値

70

目標年度

平成27
年度

555255

学校歯科保健分野活動
回数

40平成27
年度

171639

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

千円

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域保健医療情報システム事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成1年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細  目 ０３０地域保健医療情報システム事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

当初は健康管理のみを中心に運用を開始したが、機能を充実させてきた結果、
現在、成人保健システムや感染症情報提供システム、介護保険の認定審査で利
用する主治医意見書システム等、複合的な機能を備えたシステムとなってい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域保健医療情報システムに蓄積された健康及び医療データの閲覧等に同意し
た加古川市、稲美町及び播磨町の住民。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

同意書・カインドカードの配布回収業務や、新規参画医療機関の確保、各種シ
ステムの改良・保守業務等に加え、健診データも活用する必要性があることか
ら、加古川総合保健センターに委託し実施している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域住民が安心して健康で豊かな生活を送ることができるよう健康管理を支援
し、医療や保健分野等と連携のとれた基盤整備を行う。

79,53079,53081,890

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 81,890

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域住民の健康管理を支援するだけでなく、行政が業務を行う上で必須として
いる機能もあることから、機能の必要性を精査しながら、今後も継続して事業
を行っていく方が望ましいと考える。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 81,890

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域保健医療情報システム事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

％

％

対 象 指 標 名

地域保健医療情報シス
テム登録者数

159,782165,674172,016

加古川地域医療機関 件 194195197

成 果 指 標
分 析 結 果

参画医療機関率は６４％となっているが、泌尿器科や肛門科など、診療科目によっては利用
しにくい状況があるのも否定できない。

地域保健医療情報シス
テムのデータ閲覧に同
意した加古川市、稲美
町及び播磨町の住民

人 62,42863,31464,063

地域保健医療情報シス
テムに参画している加
古川地域医療機関

件 127128127

活 動 指 標
分 析 結 果

同意率が４０％程度に留まっており、更なる向上を図る必要があ
る。

地域保健医療情報シス
テム同意率

目 標 値

50

目標年度

平成28
年度

393837

地域保健医療情報シス
テム参画医療機関率

80平成28
年度

656664

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 加古川総合保健センター管理負
担事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 昭和60年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細  目 ０２５保健衛生事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

加古川総合保健センターは、平成２７年１月にＪＲ加古川駅北に移転してお
り、交通利便性が向上し、利用可能面積も広くなった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川総合保健センター内のウェルネージホール等で実施する健診や相談、ふ
れあい教室等に参加する住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市が専用利用している加古川総合保健センター内のウェルネージホール
等にかかる管理費用分等に対し負担金を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

ＪＲ加古川駅に近く、大人数の収容が可能な同一会場を確保することで、利用
者の利便性を考慮しながら、計画的な健診等を実施する。

4,9984,8796,104

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,104

財　

源　

内　

訳

□拡充

保健予防活動の充実を図るうえで、大人数の収容が可能な会場を確保すること
は必要であると考える。平成２７年１月にＪＲ加古川駅北に移転したことによ
り、交通利便性が向上し、利用可能面積も広くなったため、保健予防活動に利
用しない時間帯の有効活用を検討する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,104

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 加古川総合保健センター管理負
担事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

日

対 象 指 標 名

施設数 111

成 果 指 標
分 析 結 果

５０％程度の年間使用率（休日等を除く）であり、更なる有効活用の余地がある。

加古川総合保健セン
ター市利用部分負担金

千円 4,9984,8796,104

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２７年１月に移転した加古川総合保健センター内の市利用部分
が、以前に利用していた面積の１．９３倍となるため、負担金が増
額した。

加古川総合保健セン
ター市利用部分使用日
数

目 標 値

150

目標年度

平成28
年度

144137121

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 兵庫県健康大学加古川講座負担
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 昭和50年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細  目 ０２５保健衛生事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

行政の一部負担額を変更することなく、事業開始当初からこれまで、同様の支
援を継続している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

健康に関する講座を希望する加古川市、稲美町及び播磨町の住民。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫県医師会が加古川医師会に委託している、健康に関する講座開設事業に対
し、負担金を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

健康づくりに関する知識を医師等の専門家から提供することで、より健康に対
する意識の向上を図り、自主的な健康づくりを促す。

240240240

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 240

財　

源　

内　

訳

□拡充

兵庫県が実施主体である事業ではあるものの、行政が支援していくに足りる事
業目的であるため、継続して支援を行っていくべきであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 240

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 兵庫県健康大学加古川講座負担
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

人

対 象 指 標 名

健康に関する講座を希
望する加古川市、稲美
町及び播磨町の住民

1089793

成 果 指 標
分 析 結 果

平均参加数が減少傾向にあるため、参加者向上に向けた取り組みを検討する必要がある。

健康大学開講回数 回 171717

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね２ヶ月間での実施のため、上限に近い開催回数であると思われ
る。

健康大学平均参加数

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

958276

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 自殺予防事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成22年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０１社会福祉総務費

細  目 ０６５自殺予防事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
自殺対策基本法、自殺総合対策大綱、兵庫県自殺対策推進方策

現 状 と 課 題

全国の自殺による死亡者数は、平成２３年まで３万人を超えていたが、平成
２４年に初めて３万人を下回った。加古川市では、過去５年間概ね６０名前後
で推移していたが、平成２６年は４２名と減少している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内に在住している市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●ゲートキーパー養成研修を開催する●自殺予防に関する健康教育を実施する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

自殺者数の減少を目指す

1,2991,5361,589

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 1,589

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

全国的にみても自殺による死亡者が減少しており、今後も引き続き事業を継続
する必要がある

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,589

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 自殺予防事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付住民基本台帳人
口）

272,026271,689270,679

成 果 指 標
分 析 結 果

自殺率は、平成２３年、平成２４年と２１．２、平成２５年は２５．４であったが、平成
２６年は１５．５と大きく減少している。

ゲートキーパー養成研
修参加人数

人 1,530424473

自殺予防に関する健康
教育参加人数

人 1,9241,2401,464

活 動 指 標
分 析 結 果

●ゲートキーパー養成研修については、毎年度対象者を変更して実
施しており、今後はフォロー研修なども検討が必要である。●健康
教育参加人数は横ばい状態である。

自殺率（人口１０万人
対）

目 標 値

15

目標年度

平成34
年度

21.225.415.5

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 健康づくり支援事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０１５保健推進事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
健康増進法

現 状 と 課 題

第２次健康増進計画の基本目標である「健康寿命の延伸」を達成するために
は、バランスのよい食事、適度な運動、禁煙などのよりよい生活習慣の実践に
よる生活習慣病の発症予防や重症化予防への取組が重要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

健康づくり支援事業への参加者を募集し、参加者に対して健康情報の提供や健
康に関する教室を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の主体的な健康づくりの取組みを支援する。

212

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 212

財　

源　

内　

訳

□拡充

「ウェルネスプランかこがわ（第２次健康増進計画・食育推進計画）」を推進
するためには、市民の主体的な健康づくりへの取組みを支援するしくみが必要
である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 212

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 健康づくり支援事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 健康課

人

％

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付住民基本台帳人口）

270,784

成 果 指 標
分 析 結 果

事業参加者は３００人予定のところ、２７７人であった。運度や食事に留意し、適正体重や
健診データ改善を目指すという取組みや目標の達成者は約６割であった。

健康情報の提供回数 回 3

健康に関する教室の実
施回数

回 2

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度より実施。事業実施期間である７月から１２月までの
６か月間に、事業参加者に対して「健康だより」を３回送付し健康
情報の提供を行うとともに、健康教室を２回開催した。

事業参加者数

目 標 値

300

目標年度

平成27
年度

277

目標・取組み達成者率 70平成27
年度

60.3

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 予防接種事業 部 局 名 こども部

課（室）名 育児保健課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０１０予防接種事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
予防接種法

現 状 と 課 題

　国では、平成２４年５月に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会におい
て、みずぼうそう、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎を含む７ワクチンについて、広く
接種を促進していくことが望ましいとの第二次提言が取りまとめられた。な
お、みずぼうそうは平成２６年１０月から定期接種となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する生後２か月から２０歳未満の者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

予防接種法に基づき、Ａ類疾病の定期接種を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

ワクチンを接種することにより、疾病の発生と感染症のまん延を防止すること
ができる。

341,694464,921495,949

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 33

地 方 債

一 般 財 源 495,916

財　

源　

内　

訳

□拡充

予防接種法において、市長はＡ類疾病の予防接種を実施しなければならないと
されている。今後も、乳幼児等の疾病の発生と感染症のまん延を防止するため
引続き実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 495,949

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 予防接種事業 部 局 名 こども部

課（室）名 育児保健課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 子育て支援予防接種助成事業 部 局 名 こども部

課（室）名 育児保健課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細  目 ０２５子育て支援予防接種助成事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市子育て支援予防接種助成事業実施要綱

現 状 と 課 題

　国では、平成２４年５月に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会におい
て、みずぼうそうとおたふくかぜを含む７ワクチンについて、広く接種を促進
していくことが望ましいとの第二次提言が取りまとめられた。なお、みずぼう
そうは平成２６年１０月に定期接種となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する１歳から４歳未満の者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

みずぼうそう、おたふくかぜ及び季節性インフルエンザの任意の予防接種につ
いて、いずれか一つの予防接種の接種費用を２千円助成する（定期の予防接種
券と併せて助成券を送付）。みずぼうそうについては平成２６年１０月に定期
接種となり、受益者の接種費用が発生しなくなったため９月まで助成した。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

子育て家庭の経済的負担を軽減することで、ワクチン接種を促進し、疾病の発
生と集団感染を予防する。

3,4443,8903,376

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,376

財　

源　

内　

訳

□拡充

費用の一部を助成することによって乳幼児の疾病の発生と感染症のまん延防止
に寄与していることから、今後も事業の継続は必要である。しかしながら、任
意接種対象疾病の定期接種化など国の動向を見極めながら見直しを行う必要が
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,376

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 子育て支援予防接種助成事業 部 局 名 こども部

課（室）名 育児保健課

％

対 象 指 標 名

対象者数（加古川市任
意予防接種）

2,4362,5382,465

成 果 指 標
分 析 結 果

前年度と比較すると接種率は下がったが、みずぼうそうの定期化の影響が考えられる。おた
ふくかぜのみの接種率は向上しており、事業の成果を向上させるためには、さらに接種率を
上げる必要がある。

接種者数（加古川市任
意予防接種）

人 1,7221,9451,688

活 動 指 標
分 析 結 果

前年度と比較すると接種者数が減少したが、みずぼうそうの定期接
種化の影響が考えられる。なお、おたふくかぜの接種者数は増加し
ている。

接種率（加古川市任意
予防接種）

目 標 値

80

目標年度

平成27
年度

70.776.668.5

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校保健事業に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細  目 ００５学校保健事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校保健安全法

現 状 と 課 題

アレルギー疾患のある児童生徒等への対応や、新たな感染症の発生に向けての
対策など、課題の多様化が進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立小・中学校、幼稚園、特別支援学校に在籍する児童生徒等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校環境衛生の保全を図るため、学校園内の環境測定や、学校保健に必要な物
品の購入等を行う

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校環境衛生の保全を図ることにより、児童生徒等の健康を保持増進する

35,80634,48135,042

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 25,509

財　

源　

内　

訳

□拡充

児童生徒等の健康の保持増進を図るために、学校環境衛生の保全に努めた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 35,042

そ の 他 特 財 9,533

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校保健事業に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 結核検診事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細  目 ００５学校保健事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校保健安全法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

現 状 と 課 題

学校現場における結核感染者が少ないこと等を踏まえ、平成２４年３月に文部
科学省が新たに結核対策マニュアルを策定したことに伴い、結核検診の方法等
について見直しを行った。市内では海外の高まん延国から帰国する児童生徒が
年間１０～１５人程度いる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立小・中学校、特別支援学校に在籍する児童生徒等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校保健安全法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、
文部科学省の指針（マニュアル）に基づき、結核検診（内科健診、精密検査）
を実施する。実施に際しては、保健所長や医師等専門家の助言を得ながら行う

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校における結核感染者の早期発見・早期治療

381261188

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 188

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校保健安全法、感染症法により実施が市に義務付けられている事業であり、
保健所長、医師等専門家から助言を受けながら適正に実施している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 188

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 結核検診事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校健康診断事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間 昭和33年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細  目 ００５学校保健事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校保健安全法

現 状 と 課 題

学校保健安全法の規定に基づき、園児・児童・生徒の各種健康診断を適正に実
施している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立小・中学校、幼稚園、特別支援学校に在籍する児童生徒等（学校健
康診断）及び就学前１年の幼児（就学時健診）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校保健安全法の規定に基づき、児童生徒等の心臓・腎臓・脊柱側わん・眼・
歯・耳鼻咽喉といった各種健康診断を実施する。また、小学校就学前年の幼児
を対象に、就学時健康診断を実施する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校園における児童生徒等の健康保持増進を図る

41,28041,53642,553

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 42,553

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校保健安全法により実施が市に義務付けられている事業であり、健康診断受
診対象者に適正に実施している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 42,553

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校健康診断事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園医等配置事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細  目 ００５学校保健事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校保健安全法、加古川市立学校学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の設置等
に関する要綱

現 状 と 課 題

新型インフルエンザ等感染症発生時の対応や、アレルギー疾患のある児童生徒
等の増加など、学校医等に相談すべき課題が多様化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立小・中学校、幼稚園、特別支援学校に在籍する児童生徒等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校保健安全法の規定に基づき、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を委嘱し
配置する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

児童生徒等の健康の保持増進及び学校環境衛生の保全を図る

95,39295,04393,584

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 93,584

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校保健安全法に基づく学校医を適切に配置しており、健康の保持増進及び学
校環境衛生の保全を図ることができている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 93,584

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園医等配置事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

校

％

対 象 指 標 名

市立学校園に在籍する
園児児童生徒数

24,72625,08124,576

市立学校園数 校 616161

成 果 指 標
分 析 結 果

学校保健安全法で学校医を置くことと規定されており、市内全学校園に配置されていること
を判断できる適切な指標と考える。

学校園医等配置数 人 311311310

学校園医等配置校数 校 616161

活 動 指 標
分 析 結 果

学校保健安全法で学校医を置くことと規定されており、市内全学校
園に配置されていることを判断できる適切な指標と考える。

学校園医等配置校数

目 標 値

61

目標年度

平成27
年度

616161

学校園医等配置率 100平成27
年度

100100100

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校安全衛生事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細  目 ０２０教職員健康診断事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
労働安全衛生法、労働安全衛生規則、加古川市学校教職員安全衛生管理規程

現 状 と 課 題

教職員の超過勤務の縮減は横ばい状態であるが、職場環境においては改善が進
められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立の小学校、中学校、養護学校に常時勤務する教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

産業医の学校訪問による職場環境改善指導を実施し、学校統括安全衛生委員会
を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川市学校教職員安全衛生管理規程に基づき、学校統括安全衛生委員会を組
織し、教職員の安全及び健康の保持増進並びに快適な職場環境の形成を推進す
る。

682797687

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 687

財　

源　

内　

訳

□拡充

産業医の学校訪問による職場環境改善指導により、教職員への健康指導や職場
環境の改善が推進されている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 687

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校安全衛生事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教職員健康相談事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施 　 　 策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細  目 ０２０教職員健康診断事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
労働安全衛生法、学校保健安全法、加古川市学校教職員安全衛生管理規程

現 状 と 課 題

健康診断の受診率は低下しているものの、人間ドックの受診者とあわせるとほ
とんどの教職員が受診している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立の小学校、中学校、特別支援学校に常時勤務する教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

健康相談医への健康相談を実施し、健康診断、Ｂ型肝炎感染予防、腰痛検診、
結核検診事業を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教職員の健康の保持、増進を図る。

10,64112,11711,979

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 11,979

財　

源　

内　

訳

□拡充

健康相談医による健康相談、健康診断等により教職員の健康の保持、増進が図
られている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,979

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

平成26年度（決算見込）

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　 平成26年度（決算見込）

事 業 費 合 計

平成25年度（決算） 平成24年度（決算）

千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価



加古川市事務事業評価シート〈平成26年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教職員健康相談事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成24年度平成25年度平成26年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 については、
以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成24年度平成25年度平成26年度単 位




